
特定利用空港・港湾への対応について 
 
１ 概 要 

国は，自衛隊・海上保安庁が，平素から必要な空港・港湾を円滑に利用できるよう，国と施 

設管理者との間で「円滑な利用に関する枠組み」を設け，これらを「特定利用空港・港湾」と 

し，当該空港・港湾については，民生利用を主としつつ，自衛隊・海上保安庁の艦船・航空機 

の円滑な利用にも資するよう，必要な整備または既存事業の促進によって，空港・港湾の利便 

性の確保や機能の強化を図るとしている。 

 

２ 全国の指定状況 

  令和６年４月１日の当初の指定に加え，同年８月２６日に追加指定が行われ，現在，全国で 

８空港および２０港湾の２８施設が指定されている。 

 

 

 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ これまでの経緯 

令和６年１０月９日，国（内閣官房，国土交通省，防衛省）から本市に対して，函館空港（国管理） 

および函館港（市管理）を特定利用空港・港湾の対象に検討しているとの説明があり，１０月１５日 

付けで，函館港において「円滑な利用に関する枠組み」を，関係省庁と函館市との間で確認すること 

について，正式に依頼（別添１）があった。なお，函館空港は国管理空港のため，関係省庁間での手

続きとなる。（別添２） 

本市においては，道内の他都市とは異なり，港湾のほかに空港も候補とされていることから，国か 

らの説明を受けた後，施設利用者や地域住民が不安や疑問を抱くことのないよう国に対して不明な点 

等を確認するほか，市としても説明や意見交換を行うなど，対応を行ってきた。 

○ 主な経過について 

Ｒ6．10．９ 国から市への説明 

Ｒ6．10．15 「円滑な利用に関する枠組み」に対する確認の依頼 

Ｒ6．10．28 経済建設常任委員会に報告 

Ｒ6．11．５ 函館空港周辺対策協議会および函館港利用促進協議会への説明 

Ｒ6．12．４ 経済建設常任委員会に説明会の概要報告 

Ｒ6．12．20 国から市への第2回説明 

 

４ 本市の対応方針 

○ 国からの説明では 

・これまでの空港・港湾の運用は変わらず，円滑な利用に関する枠組みの確認は，あくまで民生利

用との調整を図りつつ，自衛隊や海上保安庁の利用を適切に取り扱うことを確認するものであり，

自衛隊や海上保安庁が優先利用するものではないこと， 

・自衛隊や海上保安庁が空港・港湾の状況に精通することで，災害時に迅速に対応でき，能力を最 

大限に発揮することが期待できること， 

・インフラの整備は，あくまで民生利用を主とした整備であり，自衛隊や海上保安庁専用の施設を

整備するものではないこと， 

を確認した。 

○ また，函館空港および函館港において，今回の国の取り組みにより，必要な整備が着実に行われ 

るものと期待される。 

○ このため，本市としては，港湾管理者として「円滑な利用に関する枠組み」を確認した旨，国へ 

回答することとしたい。 

○ なお，国管理の函館空港については，関係省庁間の手続きとなり，市が連絡・調整体制の構成員 

とならないことから，１２月２０日の国からの説明の際に，地域の不安や懸念が生じることがない 

よう，今後も引き続き，市や地域への丁寧な説明と情報提供を行うことを国に要請している。 



 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添２


